
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
⑴棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産の評価方法は、最終仕入れ原価法によっている

⑵固定資産の減価償却の方法
　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したもの
　については定額法によっている
　
⑶引当金の計上基準
1)退職給付引当金
　愛媛県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち
　法人の負担額に相当する金額を計上している
　
2)賞与引当金
　職員に支給する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している
　
⑷消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている

⑸リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理をしている

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
愛媛県社会福祉協議会の退職共済制度によっている

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
毎会計年度終了後2カ月以内に次の計算書類及び第3項に定める附属明細書並びに財産目録
を作成しなければならない。
（1）法人全体として、資金収支計算書、事業活動計算書及び貸借対照表
（2）事業区分の拠点区分別に、事業区分資金収支内訳表、事業区分事業活動内訳表及び
　　 事業区分貸借対照表内訳表
（3）拠点区分として、拠点区分資金収支計算書、拠点区分事業活動計算書及び拠点区分貸借対照表
（4）附属明細書として、サービス区分別に拠点区分資金収支明細書、拠点区分事業活動明細書
（5）事業区分、拠点区分及びサービス区分の内容
　　・事業区分は社会福祉事業とする。
　　・拠点区分は予算管理の単位とする。一体として運営される施設、事業所又は事務所をもって
　　　1つの拠点区分とし、法人本部は独立した拠点区分とする。
　　・事業活動の内容を明らかにするために、各拠点区分においてはサービス区分を設け収支計算を
　　　行わなけらばならない。
　　・前項までの規定に基づき、当法人において設定する事業区分、拠点区分及びサービス区分は
　　　以下のとおりとする。
　1）社会福祉事業区分
    ①法人本部拠点区分
    ②豊正園拠点区分
      ア　障害者支援施設 豊正園
      イ　短期入所施設 豊正園
      ウ　相談支援センター豊正園
      エ　生活介護
    ③フレンドまつの拠点区分
      ア　障害者支援施設フレンドまつの
      イ　短期入所施設フレンドまつの
      ウ　生活介護
    ④多機能型支援事業所フレンド拠点区分
      ア　生活介護支援
　　　イ　就労継続支援Ｂ型
    ⑤フレンドホーム拠点区分
      ア　フレンドホーム（共同生活援助）
      イ　短期入所事業所フレンドホーム
    ⑥ライフまつの拠点区分
      ア　障害者支援施設ライフまつの
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      イ　短期入所施設ライフまつの
      ウ　相談支援センターまつの
      エ　生活介護
    ⑦多機能型支援事業所よしだ拠点区分
      ア　生活介護支援
      イ　就労継続支援Ｂ型
　　　ウ　就労移行支援
　　⑧きさいやホーム拠点区分
      ア　きさいやホーム（共同生活援助）
      イ　短期入所事業所きさいやホーム
　2）公益事業区分
　　①ぽっぽ温泉拠点区分

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

164,766,196合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
164,632,696
133,500

164,766,196

0
0
0

未収補助金 133,500

1,537,822,525

事業未収金 164,632,696

155,558,636
815,744,700合計 2,353,567,225

233,255,491

1,460,125,670

8,080,789

13,669,532
77,696,855

55,202,894
1

743,639

660,186,064
660,186,064

10,105,387

1,040,999
23,284,777
79,682,777

18,186,176
96,647,590
1,041,000
24,028,416
93,352,309器具及び備品

小計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,120,311,734 1,460,125,670
2,120,311,734小計

その他の固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車輌運搬具

206,998,307
1,460,125,670
1,667,123,977

基本財産
建物

1,605,730,795
1,812,729,102

0
217,250
217,250

0
145,822,375
145,822,375

41,444,696

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
206,998,307


